
パイロット自治体から特区制度までの経緯 
 

２００３年８月６日 
 

   【行革関連事項】             【国民会議、パイロット自治体会議などの動き】 

1983. 3.15  第２臨調解散 

7. 1  第１次行革審発足           1983. 7.11  行革国民会議発足 

1989. 7.24  行革国民会議改組（社団法人化） 

1990.10.31 第３次行革審発足            1990.11.28  「地方主権の提唱」発表 

1991. 2. 7  第３次行革審「豊かなくらし部会」発足 

     12. 5  第３次行革審、パイロット自治体制度の提案（素案） 

1992. 6. 8  第３次行革審、パイロット自治体制度の提案（最終案） 

     12. 8  地方分権特例制度閣議決定  

1993. 4. 5 実施要領決定(事務次官申し合わせ） 

                          1993. 4 月  行革国民会議、「パイロット自治体へ応募のお勧

め」作成、配布 

                             8 月 パイロット自治体連絡会議開催 

                                 (12 月まで 3 回開催） 

1993.11 月   第１次指定（15 団体 20 市町村） 

                            12 月 行革国民会議、「パイロット自治体制度の運用改

善を望む」を細川首相に提出 

                               1994.1.25 パイロット自治体会議設立（代表榛村掛川市長） 

1994. 4. 1 地方分権特例制度（パイロット自治体制度）実施 

1994.11 月 第２次指定（15 団体、19 自治体） 

                          1995. 7 月  「パイロット自治体制度の新たな息吹を」発表 

1995．7．3 地方分権推進委員会発足 

1995.11 月 第３次指定（3 市） 

1998. 5.29  地方分権推進計画、閣議決定 

1999. 3.26  地方分権一括法案、閣議決定（7.16 成立・公布、2000.4.1 施行） 

1999. 3.31 パイロット自治体制度終了 

                                      1999. 6. 9 市町村主権フォーラム発足(代表榛村掛川市長) 

                                            2000.12.11  「税源の移譲と新たな財政調整(試案)発表  

2002. 6.25 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」閣議決定 

      7.26 特区提案第１次募集（8.30 まで） 

     11.27  特区提案第２次募集（2003.11.15 まで） 

   12.11 特区法案成立 

2003. 1.24 特区基本方針決定 

2003. 4. 1  特区制度実施                  2003. 4 月  市町村主権フォーラムの解散、特区推進会議      

の設立の検討開始 

   4.17  特区第１弾認定 

   5.20  特区第２弾認定  

    6. 1 特区提案第３次募集（6.30 まで） 

    7. 1 第２次特区認定申請募集（7.14 まで） 

                                            2003. 8. 6 特区推進会議の設立 


